
大学院政治学研究科の３つのポリシー 

 

１．ディプロマ・ポリシー 

 

「政治学コース（修士課程）」では、新たな世界標準の政治学方法論を兼ね備えた研究者を養成する。また、学生は社会科

学の問いを設定し、仮説を提案、論理的に説明する力を習得し、定められた年限内に修士論文を完成させ、かつ学生は査読書

試験に合格することで「修士（政治学）」の学位を得る。 

「政治学コース（博士後期課程）」では、学生は方法論やアカデミック・プレゼンテーション等のコースワークを修め、また自らの専

門研究領域および関連する少なくとも１つの他の研究領域に関して基本的な政治学的知識の習得を行う。そして、学生はそれら

を基礎に構想された博士論文計画にもとづく論文指導委員会の研究指導を受け国際的に高水準の先端知を生み出す能力を

得る。このように修士課程からの５年間の一貫したプロセスの成果として博士論文が評価され、「博士（政治学）」を得る。 

 

 

「ジャーナリズム・コース（修士課程）」では、新たな課題を発見して多面的に調査・分析し、根拠に基づく情報を市民に提供

する「高度専門職業人としてのジャーナリスト」を輩出する。学生は論理的思考ができ、ジャーナリズムの世界で実戦的に活用で

きる専門能力を習熟し、高いコミュニケーション能力をはぐくむ。当該科目群の必要単位を得た学生が、さらに修士論文（作品

を含む）の審査に合格した場合、「修士（ジャーナリズム）」の学位が授与される。 

「ジャーナリズム・コース（博士後期課程）」では、ジャーナリズムに関する専門研究者およびジャーナリスト養成教育を担う人

材の養成を目標とする。そのために、学生は学問的方法論の習得を行い、研究の主分野であるジャーナリズムを、政治や科学、

メデイア、インターネットなど他の分野と連関させて論文構想としてまとめ、習得する。既存の殻を破り、新しい概念を構築する力

を身に着けた上で先進的な実証研究を進め、博士論文審査に合格した者に「博士（ジャーナリズム）」が授与される。 

 

「グローバル公共政策コース（修士課程）」では、政治学・経済学等の社会科学を中心とする学際的な視点から公共政策の分析・評

価・形成を行える人材、なかでも科学的根拠にもとづく政策立案（Evidence-Based Policy Making: EBPM）を担える人材を育成す

る。 

 学生は政策課題を社会科学の問いとして定式化し、仮説を提案し、かつ論理的に説明する力を習得し、定められた年限内に修士

論文を完成させ、かつ学生は査読書試験に合格することで政治学修士（公共政策）の学位を得る。 

「グローバル公共政策コース（博士後期課程）」では、政治学・経済学等の社会科学を中心とする学際的な視点から公共政策の分

析・評価・形成を行える人材、なかでも科学的根拠にもとづく政策立案（Evidence-Based Policy Making: EBPM）を担える人材を教

育する高度力を持った研究者を育成する。 

 そのために、学生は学問的方法論の習得を行い、公共政策の領域全体を見渡せているかどうかを測る領域修了試験に合格すること

が求められる。さらに公共政策に関する広い視野に立った知見にもとづいて博士論文計画を構想し、論文指導委員会の研究指導を受け

たうえで博士論文を提出する。その上で博士論文口頭試験に合格した者に「博士（公共政策）」が授与される。 



２．カリキュラム・ポリシー 

 

政治学研究科は、世界に比肩する研究教育機関として、変動してやまない時代の要請に鋭敏に応え、21 世紀における新た

な展開を見通し、世界の平和と人類の幸福に寄与する国際的な人材としての政治学研究者および高度専門職業人を養成す

る。 

 

「政治学コース」 

修士課程は、大学院における政治学教育の体系化と高度化を推進し、世界的においてもっとも先端的な政治学の理論と方

法に立脚した、日本発の政治学研究の発信拠点を目指す。そのため３つの方法論科目（経験、数理分析、規範）の科目を

修士１年次に履修し習得する。また、現代政治、政治思想・政治史、比較政治、国際関係の４つの研究領域を軸として、専

門的に深く、同時に広い視野から政治学を学ぶことができる教育・研究システムを提供する。その際、領域における「合同指導」

を通じた複眼的教育を実施するほか、メイン・アドバイザー／サブ・アドバイザー制を通じて複数の教員からの論文指導を組み込

んだ教育課程を整えている。 

博士後期課程は、上記の修士号取得に必要な能力の涵養に加え、国際的な政治学の地平を切り開くことのできる先端的

な研究に取り組み、政治学を学ぶ次世代の人材を育てる高い総合力をそなえた研究者・専門家を養成する教育・研究システム

を提供する。その際、修士課程から続く領域の「合同指導」の仕組みを用いるほか、「領域修了試験」・「分析認定試験」をプロセス管理と

して実施し、そのほか「論文構想試験」を設定して研究成果を明確にはかり、学生にステップを踏んで博士論文を執筆していくよう促

す教育上の仕組みを整えている。 

 

「ジャーナリズムコース」 

修士課程は、国際的にみて最も先進的なジャーナリズム大学院として、ディプロマポリシーで掲げた高度専門職業人養成の教

育プログラムを遂行する。健全な批判精神を基に科学的にアプローチする力を養うため、１ 年次に２つの方法論科目(経験、規

範)を履修し、習得する。また、ジャーナリズム・メディア領域の「理論科目」としてマス・コミュニケーション理論、メディア史を基礎科

目として必修化し、さらに応用科目を教授することで、ジャーナリズム・メディアについての専門的知識と問題発見力を養う。ジャー

ナリズムの「実践科目」もニューズライティング入門、デジタルトレーニングを基礎科目として必修化し、さらに応用科目を教授する

ことで、他者との相互理解を基にしたコミュニケーション力を養う。 

これに加えて、４分野の専門認定プログラム（政治、経済、科学・環境・医療、データジャーナリズム）を設置し、それぞれの

認定要件を満たした学生に各プログラムの認定証を授与することで、主要分野の専門知の涵養を図る。 

研究面では、論文系は専門研究セミナー、作品系はマスタープロジェクトの授業を提供し、２年次に２回の合同研究指導会

を開催し、複眼的な研究指導のもと修士論文を完成させる。 

博士後期課程においては、上記修士号の取得に必要な能力の涵養に加え、ジャーナリズム分野および他の一つの専門分野

（メディア・政治・国際・経済・社会・文化・科学技術）の文献を題材とする基礎修得試験の合格、および論文構想試験の合

格を博士論文提出の条件としており、方法論、専門知識、論理的構成の各面において研究水準を厳格に管理している。学生

は、専門研究セミナーやコースワークの受講、さらには論文指導委員会の合同研究指導のもと博士論文を完成させる。 

 

「グローバル公共政策コース」 

カリキュラムの土台に「共通基礎科目」を置き、研究方法や思考の論理、分析手法や評価手法、論文作成技法等の基本を

教授し、公共政策研究の基礎となる力を涵養する。その土台の上に地方自治・行政分野、政治・国際・比較政治分野、日本

学関連分野、公共政策・公共経済分野の４分野から構成される「専門研究科目」を置き、基礎の講義科目と応用のワークシ

ョップ科目とを組み合わせ、公共政策研究に不可欠な専門的知見や方法論、実践スキルを教授する。 

学生はこれらの科目を履修し、基礎体力を養い、研究能力を高めるとともに、各自の個別具体的な研究テーマに対応する専

門研究セミナーを選択し、そこで修士論文を完成させるための演習指導を受ける。 

さらにこうした基本枠組みのなかに、データサイエンスに必須なスキルを養成する実習科目、インターンシップやフィールドスタディを

行う実践科目を挿入し、ディプロマポリシーで目標に掲げた EBPM を担える人材、実践感覚を身につけた人材の育成をより確実に



達成できるようにカリキュラムを構築している。 

博士後期課程では、こうしたカリキュラムのもとで培われた能力を土台として、公共政策研究の最先端に立てる研究者や、グロ

ーバルまたはローカルな現場の最先端で活躍できる実務家を育てるため、合同研究指導の機会などを通じ、個々の教員だけで

なく、コース関係教員全員でも博士号取得に至るまでの指導を行う体制を取っている。 



３．アドミッション・ポリシー 

 

早稲田大学の理念である『進取の精神』の涵養を目指す、一定の高い基礎学力を持ちながら、かつ知的好奇心が旺盛で、

自分で計画を立て、種々の課題に積極的に立ち向かう意欲に満ちた個性的な学生を、全国各地や世界中から多数迎え入れ

る。国内・国外を問わず、研究意欲に溢れ、高い研究能力をもつ多様な学生に広く受験の機会を開くため、様々な形態の入学

試験を実施する。受験生に期待するのは、日本の歴史と社会に立脚しながら、グローバルな視野で研究を進めるために必要な

日本語と英語を中心とする言語運用能力、創造的な研究を構想し実現するための論理的思考力および表現力、知の共同体

の一員としてふさわしい成熟した人間性と実践的な研究遂行能力である。 

 

「政治学コース」 

修士課程においては、経験的方法、数理分析、規範理論を統合した方法論教育を受けるに値する基礎的な社会科学の能

力、専門的に深く、同時に広い視野から政治学を学ぶための基礎知識が求められ、それを入学試験で研究計画書などの書

面、および面接を通じて確認する。また、外国語のうち文献として重点的に用いられる英語力についても政治学分野の基礎文

献を辞書を用いることなく意味が取れるレベル、また、アカデミックライティングの一定の能力を持つことが要求され、英語試験のスコ

アで評価する。 

 

博士後期課程では、経験的方法、数理分析、規範理論からなる政治学研究方法を体系的に理解し、かつ応用する能力を

身につけ、それらを用いた博士論文を完成する能力が求められる。英語力についても専門の論文や書籍の読解を行い、アカデミ

ックライティングにおいても十分に訓練を経て高い能力を持つことが期待される。これらは書面および面接において能力を判定する。 

 

「ジャーナリズムコース」 

修士課程においては、「進取の精神」「学の独立」という早稲田大学の理念のもと、高い基礎学力を持ち、知的好奇心旺盛で、多様な

価値観と数々の課題に立ち向かう積極性を有し、ジャーナリズムの公共的な役割と実践に強い関心を示す学生を、全国各地および世界

各地から受け入れる。また、学部新卒・既卒者に加えて、現役のジャーナリストなど、すでに実務経験を有し、第一線で活躍する社会人のリ

カレント教育を重視し、積極的に受け入れる。いずれの場合でも、学部での専攻は問わない。ただし、出願時の研究計画の作成において

は、研究テーマに関係するジャーナリズム・メディア分野の事前学習と十分な理解が求められる。また、研究テーマについて、その問題の背景

や問題意識、研究方法、研究の意義などを論理的に説明する能力を有することが求められる。入学試験で研究計画書などの書面、およ

び面接を通じて以上の要件を確認する。また、外国語のうち文献として重点的に用いられる英語力についてもジャーナリズム分野の基礎文

献を辞書を用いることなく意味が取れるレベル、また、アカデミックライティングの一定の能力を持つことが要求され、英語試験のスコアで評価す

る。 

博士後期課程においては、2つの方法論科目（経験、規範）を含め、ディプロマシーポリシーに記載した修士号取得時の能力を備え、

かつ国際的なジャーナリズム研究の地平を切り開く先進的な研究に取り組むための専門性を有することが求められる。 

 

「グローバル公共政策コース」 

早稲田大学校歌にもうたう「進取の精神」「学の独立」「理論と現実の架橋」の理念のもと、高い基礎学力を持ち、知的好奇心旺盛

で勉学意欲に富み、多様な価値観を受け入れる学生を、全国各地および世界各地から迎え入れる。また、学部新卒・既卒者に加え

て、すでに実務経験を有し、さまざまな分野の第一線で活躍する社会人の入学を前提とし、入学後には高度な専門知識と分析能力を

身につけるための教育を提供する。 

選考では、志願者が提出する研究計画の内容や、グローバル公共政策コースの提供する学際的かつ実践的なカリキュラムに対する志

願者の適合性を重要な判断材料とする。なかでも、課程修了後に研究を続けることを志望する者であれ、実務家になることを志望する

者であれ、提出された計画にもとづいて修士論文を完成できる見込みがあるかどうかが重要な判断基準になる。これらは、入学試験での

研究計画書などの書面、および面接を通じて確認される。また、外国語のうち文献として重点的に用いられる英語力について公共政策

分野の基礎文献を、辞書を用いることなく意味が取れるレベル、また、アカデミックライティングの一定の能力を持つことが要求され、英語試

験のスコアで評価する。 

博士後期課程に関して、上記の修士号取得の要件を満たし、公共政策研究の最先端に立つ研究者や、グローバルまたはローカルな



現場の最先端で活躍する実務家になりうる能力を備えていることが期待される。進学する者は修士課程在学中に方法論の科目を修得

すること、作成した修士論文が政治学研究科の定める一定水準以上の評価を得ること、博士論文完成に向けてフィージビリティのある研

究計画を作成することが求められる。その要件を満たした者に入学が認められる。 

  



学修成果およびアセスメントポリシー 

１．修士課程 

（１）政治学コース 

No. 学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 

1 
学生は、研究倫理と政治学方法論に関する専門知識を修得す

ることができる。  

政治学方法論にかかわる必

修科目の単位修得率・科目

別の成績内訳  

延長生率（実質延長生お

よび実質正規生を含む）・

退学率 

2 
学生は、自身の研究分野において、論理的整合性を兼ね備え

た修士論文を執筆することができる。 
修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査  

3 

学生は、修得した専門知識（政治学および隣接する社会科

学）を駆使して、進学先や就職先等のニーズに応えられるレベ

ルでの実証分析を行うことができる。 

修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査  

4 
学生は、多様な人々との学術的交流・協働により、政治に関す

る問題の解決にあたる姿勢を身につけることができる。 

研究指導科目の単位修得

率  
学生生活・学修行動調査  

 

（２）グローバル公共政策コース 

No. 学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 

1  
学生は、研究倫理と政治学方法論に関する専門知識を修得す

ることができる。 

政治学方法論にかかわる必

修科目の単位修得率・科目

別の成績内訳 

延長生率（実質延長生お

よび実質正規生を含む）・

退学率 

2  
学生は、自身の研究分野において、論理的整合性を兼ね備え

た修士論文を執筆することができる。 
修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査 

3  

学生は、修得した専門知識（公共政策および政治学など隣接

する社会科学）を駆使して、進学先や就職先等のニーズに応え

られるレベルでの実証分析を行うことができる。 

修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査 

4  
学生は、多様な人々との学術的交流・協働により、政治に関す

る問題の解決にあたる姿勢を身につけることができる。 
研究指導科目の単位修得率 学生生活・学修行動調査 

 

 

（３）ジャーナリズムコース 

No. 学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 

1  
学生は、研究倫理と政治学方法論に関する専門知識を修得す

ることができる。 

政治学方法論にかかわる必修

科目の単位修得率・科目別

の成績内訳 

延長生率（実質延長生お

よび実質正規生を含む）・

退学率 

2  
学生は、自身の研究分野において、論理的整合性を兼ね備え

た修士論文を執筆することができる。 
修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査 

3  

学生は、修得した専門知識（ジャーナリズムおよび政治学など

隣接する社会科学）を駆使して、進学先や就職先等のニーズ

に応えられるレベルでの実証分析を行うことができる。 

修士論文の審査合格率 学生生活・学修行動調査 

4  
学生は、多様な人々との学術的交流・協働により、政治に関す

る問題の解決に当たる姿勢を身につけることができる。 
研究指導科目の単位修得率 学生生活・学修行動調査 

 

 

 

 

 

 

 



２．博士後期課程 

（１）政治学コース 

No. 学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 

1 

学生は、専門家グループの中で対等にディスカッションができる

レベルで、各種理論のほか、規範・数理・計量分析をはじめと

する政治学方法論を修得し、そのうちひとつを専門として教育

することができる。  

◆査読付雑誌への論文公刊

状況  

◆学会発表状況  

延長生率（実質延長生

および実質正規生を含

む）・退学率  

2 

学生は、自身の研究分野において、国内外に通用する高い学

術的価値等を備えた博士学位請求論文を執筆することができ

る。  

博士学位取得率 学生生活・学修行動調査  

3 
学生は、修得した深い専門知識を駆使して、最先端の政治

学分析を行うことができる。  
博士学位取得率 学生生活・学修行動調査  

4 

学生は、多様な人々との学術的交流・協働により、政治に関

する問題の解決に当たるだけでなく、それを広く世の中にフィー

ドバックする姿勢を身につけることができる。  

研究指導科目の合格率  学生生活・学修行動調査  

 

（２）グローバル公共政策コース 

No. 学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 

1  

学生は、専門家グループの中で対等にディスカッションができるレ

ベルで、それを具体的な成果物としてまとめる能力を持ち、その

際には規範・数理・計量分析をはじめとする政治学方法論に

もとづいたエビデンスベースの議論ができる。 

◆査読付雑誌への論文公刊

状況 

◆学会発表状況 

延長生率（実質延長生

および実質正規生を含

む）・退学率 

2  

学生は、自身の研究分野において、国内外に通用する高い学

術的価値等を備えた博士学位請求論文を執筆することができ

る。 

博士学位取得率 学生生活・学修行動調査 

3  
学生は、修得した深い専門知識を駆使して、公共政策をめぐ

る最先端の知的生産を行うことができる。 
博士学位取得率 学生生活・学修行動調査 

4  

学生は、多様な人々との学術的交流・協働により、公共政策

のあり方を世の中にあらわし、報道のあるべき姿を指し示すこと

ができる。 

研究指導科目の合格率 学生生活・学修行動調査 

 

（３）ジャーナリズムコース 

No. 学修成果 直接測定方法（概要） 間接測定方法（概要） 

1  

学生は、専門家グループの中で対等にディスカッションができるレ

ベルで、それを具体的な成果物としてまとめる能力を持ち、その

際には規範・数理・計量分析をはじめとする政治学方法論にも

とづいたエビデンスベースの議論ができる。 

◆査読付雑誌への論文公刊

状況 

◆学会発表状況 

延長生率（実質延長生

および実質正規生を含

む）・退学率 

2  

学生は、自身の研究分野において、国内外に通用する高い学

術的価値等を備えた博士学位請求論文を執筆することができ

る。 

博士学位取得率 学生生活・学修行動調査 

3  
学生は、修得した深い専門知識を駆使して、ジャーナリズムを

めぐる最先端の知的生産を行うことができる。 
博士学位取得率 学生生活・学修行動調査 

4  

学生は、多様な人々との学術的交流・協働により、ジャーナリ

ズムのあり方を世の中にあらわし、報道のあるべき姿を指し示す

ことができる。 

研究指導科目の合格率 学生生活・学修行動調査 

 


